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１．決算収支の状況 （千円）
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市町名 草津市 市町コード 252069 市町類型 Ⅲ-１

人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積
(H26.10.1現在)

人口密度

国勢
調査

17年 121,159人 81,904人 区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

22年 130,874人 89,093人 67.82k㎡ 1,930人

就業
人口

17
年
国

1,079人 17,896人 38,054人

増加率 8.0％ 特　定　地　域　等　の　状　況 1.9% 30.8% 65.4%

住民
登録

27.1.1 128,843人
近畿圏都市開発地域

22
年
国

913人 18,532人 38,301人

26.1.1 127,444人 1.5% 30.1% 62.3%

年  度 歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰越
す べ き 財 源 実質収支 単年度収支 積 立 金 繰上償還金

積　立　金
取  崩  額

実質単年度
収　　　支

平成26年度 44,361,155 43,848,027 513,128 86,161 426,967 38,844 203,047 - - 241,891

平成25年度 43,285,855 42,214,797 1,071,058 682,935 388,123 ▲42,517 226,022 - - 183,505

平成24年度 40,737,360 39,846,967 890,393 459,753 430,640 ▲73,953 260,057 - - 186,104

平成23年度 42,212,178 41,016,359 1,195,819 691,226 504,593 107,258 206,250 - - 313,508

（％）

年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率

将来負担比率
24．25．26単年度 ３カ年平均

平成26年度 - - 4.1 4.0 4.8 4.3 -

平成25年度 - - 3.1 -

標 準 財 政 規 模 24,757,353 実質収支 比率 1.7
税　　目 収入済額うち臨時財政対策債

発行可能額 1,931,123 経常収支 比率

構成
比

増減率
基準
税額

×
100
75

標 準 税 率
超 過 収 入
済 額89.3

基 準 財 政 収 入 額 16,506,053 減収補塡債特例分・臨財債を
経常一般財源から除いた率 96.6 市町村

民  税

個人分 7,752,086 0.6 7,820,053 -

基 準 財 政 需 要 額 17,922,643 法人分 2,172,805 24.8 1,529,140 279,495

財政力指数 24.25.26
3カ年平均 0.915 固定資

産  税

純固定
資産税

9,103,713 1.9 8,928,269 -

積立 財政調整基金 5,050,985 交付金 14,645 0.8 14,645 -

金現 減 債 基 金 3,117,820 積立金現在高比率 65.8 軽自動車税 180,889 4.8 184,485 -

在高 その他特定目的基金 8,130,876 地方債現在高比率 151.3 鉱 産 税 - - - -

土地開発基金現在高 959,645 た ば こ 税 902,784 ▲4.5 882,993 -

地 方 債 現 在 高 37,453,390 債務負担行為額 17,574,928 特　別
土　地
保有税

保有分 - - - -

取得分 - - - -

特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計 20,126,922 3.2 19,359,585 279,495

区　分 改定実施
年月日

報酬
月額

区　分 職員数
27年4月分
給料総額

１人当り
平　　均
給料月額

平均
年令

法定外普通税 - - - -

目的税

入湯税 - - - -

- - -市町長 27.4.1
千円

一般職員
人 千円

- -945 585 177,626 304 39.1
千円 年　　月 事業所

税

副市町長 27.4.1 795 教育公務員 78 25,656 329 39.5 都　市
計画税

1,574,825 3.3 - -

消防職員 - - - - 旧法による税

教育長 27.4.1 720 技能労務職員 12 3,550 100.0 3.2

- - - -

19,359,585 279,495

-

296 53.7 合　　　　計 21,701,747

固
定
資
産
税

306 39.4
滞繰分

現年分議　長 27.4.1 569臨時職員 - -
％

- 合

計

現年分98.3 99.2

21.6 滞繰分

徴

収

率

市
町
村
民
税

副議長 27.4.1 502
合　計 675 206,832

％
現年分

22.8 滞繰分

議　員 27.4.1 452 計 95.0 計 95.6 計

国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計

介護保険事業会計
事業名 収支額

普通会計か
らの繰入金

職員数
（事業勘定） （直診勘定） （保険事業勘定）

歳 入
千円

歳 入
千円

歳 入 102,411

千円

歳 　　　入
千円

上水道
千円 千円

11,770,112 - 1,115,247 6,554,430 324,145
うち普通会計からの 千円

病 院 -
千円

-
うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの

-

-
繰 入 金 866,706 繰 入 金 - 繰 入 金 189,413 繰　 入 　金 1,068,613

介護施設
（法適）

-
6,484,701歳 出

千円

歳 出
千円

歳 出
千円

11,341,126 歳　　　　出
千円

ガ ス - -
1,108,997

- -
うち 千円 うち 千円 うち うち 千円

-
保 険 給 付 費 7,758,770 医 業 費 - 広域連合納付金 1,036,611 保険給付費 5,895,444

千円

収 支
千円 うち 千円

職 　員 　数
人

428,986 施 設 整 備 費 - 5収 　　 　支
千円

簡易水道 - - -
69,729

加入世帯数
世帯

収 支
千円

被保険者数
人

15,761 - 10,815職 　員 　数
人 公　　共

下 水 道
162,479 1,347,315 18

40

被保険者数
人

職 員 数
人

26,495 -
集落排水 △12,799 119,410 -

円

240,260

被保険者１人当り
保 険 税 等 調 定 額

円

142,923

１ 世 帯 当 り
保 険 税 等 調 定 額

宅地造成 - - -

被 保 険 者 １ 人
当 り 費 用

円

428,048

観光その他

市 場職 員 数
人

19
- - -

- --

介護施設
（非適）

- - -

駐車場 - 105,042 -



７.財政構造の状況

増減率 増減率
(B)-(A)

(A) (B) (A)

21,031,230 48.6 1.1 21,701,747 48.9 3.2 21,701,747

297,028 0.7 ▲4.1 284,741 0.6 ▲4.1 284,741

43,856 0.1 ▲20.0 40,440 0.1 ▲7.8 40,440

73,143 0.2 89.7 136,735 0.3 86.9 136,735

131,462 0.3 1,205.2 87,424 0.2 ▲33.5 87,424

1,167,218 2.7 ▲0.9 1,396,421 3.1 19.6 1,396,421

- - - - - - -

- - - - - - -

106,001 0.2 ▲11.1 43,709 0.1 ▲58.8 43,709

110,576 0.3 0.2 115,924 0.3 4.8 115,924

2,055,164 4.7 6.0 1,847,827 4.2 ▲10.1 1,847,827

22,133 0.1 ▲6.5 19,519 0.0 ▲11.8 19,519

25,037,811 57.8 1.8 25,674,487 57.9 2.5 25,674,487

829,879 1.9 8.5 865,259 2.0 4.3 -

1,209,663 2.8 ▲2.5 1,164,647 2.6 ▲3.7 130,189

6,625,807 15.3 23.8 6,379,256 14.4 ▲3.7 27,086

- - - - - - -

3,233,101 7.5 25.6 2,920,728 6.6 ▲9.7 10,140

121,350 0.3 ▲3.9 211,563 0.5 74.3 181,350

1,804 0.0 ▲42.7 121,431 0.3 6,631.2 -

714,443 1.7 152.7 776,827 1.8 8.7 474,719

890,393 2.1 ▲25.5 1,071,058 2.4 20.3 463,063

1,144,701 2.6 32.5 1,518,276 3.4 32.6 254,563

3,476,903 8.0 ▲7.2 3,657,623 8.2 5.2 1,931,423

- - - - - - -

2,028,203 4.7 6.1 1,931,123 4.4 ▲4.8 1,931,123

(ｱ) 43,285,855 100.0 6.3 44,361,155 100.0 2.5 29,147,020 (ｷ)

(ｲ) 6,626,219 15.7 ▲5.3 6,962,627 15.9 5.1 6,309,126 21.6

9,084,437 21.5 3.4 10,002,374 22.8 10.1 3,013,092 10.3

4,154,252 9.8 4.8 4,529,163 10.3 9.0 4,471,893 15.3

4,153,722 9.8 4.8 4,528,598 10.3 9.0 4,471,328 15.3

530 0.0 37.3 565 0.0 6.6 565 0.0

19,864,908 47.1 0.6 21,494,164 49.0 8.2 13,794,111 47.3 (ｸ)

5,959,827 14.1 2.2 6,116,189 13.9 2.6 4,410,199 15.1

262,932 0.6 6.4 177,754 0.4 ▲32.4 157,660 0.5

3,179,382 7.5 3.3 4,740,763 10.8 49.1 4,454,127 15.3

1,481,443 3.5 1.4 1,510,945 3.4 2.0 1,510,945 5.2

9,402,141 22.3 2.7 11,034,706 25.2 17.4 9,021,986 31.0 (ｹ)

4,506,470 10.7 7.0 3,032,329 6.9 ▲32.7 2,592,676 8.9 (ｺ)

82,700 0.2 106.8 168,800 0.4 104.1 68,800 0.2 (ｻ)

(ｼ)

35,725,469 84.6 5.2 37,075,174 84.6 3.8 26,671,601 91.5

6,481,610 15.4 9.9 6,772,853 15.4 4.5 1,962,291 6.7

3,922,437 9.3 9.2 3,196,918 7.3 ▲18.5 453,161 1.6

2,489,267 5.9 12.2 3,536,049 8.1 42.1 1,493,444 5.1

52,446 0.1 30.4 39,886 0.1 ▲23.9 15,686 0.1

17,460 0.0 ▲63.6 - - 皆減 - -

- - - - - - - -

7,718 0.0 皆増 - - 皆減 - -

- - - - - - - -

6,489,328 15.4 10.0 6,772,853 15.4 4.4 1,962,291 6.7 (ｴ)

42,214,797 100.0 5.9 43,848,027 100.0 3.9 28,633,892 98.2
24.3

29.0

Ⅲ-１ 草津市

(千円･%)

区　　  分

平 成 ２５ 年 度 平　　成　　２　６　　年　　度

決 算 額
構成
比

決 算 額
構成
比

一般財源
充当
率

う ち 経 常
一 般 財 源

経常一
般財源
充当率対前

年度

市 町 村 税 20,126,922

地 方 譲 与 税 284,741

利 子 割 交 付 金 40,440

配 当 割 交 付 金 136,735

株式等譲渡所得割交付金 87,424

地方消費税交付金 1,396,421

ゴルフ場利用税交付金 -

特別地方消費税交付金 -

自動車取得税交付金 43,709

地方特例交付金等 115,924

地 方 交 付 税 1,416,590

交通安全対策交付金 19,519

小　　　　　計 23,668,425

分 担 金 ･ 負 担 金 -

使 用 料 ･ 手 数 料 62,364

国 庫 支 出 金 -

国 有 提 供 交 付 金 -

県 支 出 金 -

財 産 収 入 71,021

寄 附 金 -

繰 入 金 -

繰 越 金 -

諸 収 入 949

地 方 債 -

うち減収補塡債特例分 -

うち臨時財政対策債 -

歳入合計 23,802,759

人 件 費 5,882,682 24.7

扶 助 費 2,980,010 12.5

公 債 費 4,471,893 18.8

内

訳

元 利 償 還 金 4,471,328 18.8

一 時 借 入 利 子 565 0.0

（小　　　計） 13,334,585 56.0

物 件 費 4,011,284 16.9

維 持 補 修 費 157,541 0.7

補 助 費 等 3,275,184 13.8
う ち 一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の 1,423,351 6.0

（小　　　計） 7,444,009 31.3

繰 出 金 2,211,729 9.3

投資･出資･貸付金 - -

積 立 金 1,869,250 4.4 137.7 1,345,175 3.1 ▲28.0 1,194,028 4.1 経常一般財源充当額
(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)

前年度繰上充用金 - - - -

同級団体負担金

- - - - 22,990,323

計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)

-

内
　
　
　
訳

補 助 経常収支比率 89.3%

単 独
事 業 費 支 弁 に 係 る
職 員 の 人 件 費

国直轄・
県営事業負担金

普通建設 440,808

(ｵ) 計 440,808

うち補助 268,544

受 託 事 業 うち単独 172,264

災 害 復 旧 災害復旧

歳出合計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ )
普 通 建 設 事 業 費 の
財 源 充 当 比 率 (%)

投

資

的

経

費

普 通 建 設 812,436

失 業 対 策 失業対策 -

計

うち人件費 (ｲ) + (ｴ) 7,002,716 16.6 ▲3.6 7,403,435

513,128

16.9 5.7 6,749,934 23.2 国･県支出金

地   方   債
1.8 税        等

24.1
歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 1,071,058 20.3 513,128 ▲52.1


